
令和 5 年 1 月

令和 4 年度 令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,170 円 3,357 円

3,170 円 3,348 円

3,170 円 3,317 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実

施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合

を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和３年度

実 質 的 な 使 用 料 *3

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和３年度

流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無

２６．４

（処理区域内人口／処理区域面積）

１箇所（吉富クリーンセンター）

無し

処 理 区 数 １区（吉富処理区）

広域化・共同化・最適化

実施状況*1

国は都道府県に対し、平成３０年１月に４省連名（総務省、農林水産省、国土交通省、環境省）による「広域化・共同化計画」の策定を要請

しており、本町としても福岡県及び県下各自治体と連携して取り組む必要がある。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和２年度 令和２年度

令和１年度 令和１年度

一般家庭用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

使用料(1ケ月につき)

基本使用料８㎥まで１，０８０円、超過料金８㎥を超える水量１㎥につき１５０円

基本料金と超過料金を合算した額に消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を加えた額と

する。ただし、その額に10円未満の端数があるときは、その端数金額を四捨五入とする。

業 務 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

同上

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

平成３１年４月

（地方公営企業法全部適用）

吉富町下水道事業経営戦略

平成１５年度

吉富町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度

（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

①下水道普及率の推移

【算出式】

（下水道整備済面積）÷（公共下水道全体計画区域面積）×１０

０

　本町の下水道事業は行政区域面積５７２haのうち、吉富町汚

水処理施設整備構想により集合処理が経済的に有利であると

される２３３haを吉富町公共下水道全体計画区域とし、年間８ha

を目標に整備を進めている。令和３年度末には１５９ha（６８．２

４％）の整備が終了している。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。

　企業会計移行後３年間の①下水道普及率の推移、②水洗化人口と水洗化率等の推移、③１人１日平均給水量の推移、④有収水量の推移を掲載する。なお、本経営戦略では

下水道接続済み世帯の人口を水洗化人口、下水道接続率を水洗化率と記載する。また、別紙－１に令和３年度決算より策定した「経営比較表」を添付する。

　経営比較分析表は、経営状況や施設の状況を表す指標を用いて、複数年にわたる比較や類似団体（全国の同規模事業体）との比較を行い、経営の現状や課題を把握し、今

後の見通しや課題への対応に活用するために作成されている。経営の健全性を示す４つの指標、経営の効率性を示す４つの指標、老朽化の状況を示す３つの指標がある。

　この分析表は全国統一の様式となっており、全国の自治体が作成した決算に関する調査表を国（総務省）が取りまとめて作成した各指標と、その各指標に対して自治体が自己

分析を行う分析欄で構成されている。なお、本町の類似団体は処理区域内人口３万人未満、処理区域内人口密度２５人／ha以上５０人／ha未満、供用開始後年数１５年以上か

ら３０年未満の条件を満たす団体であり、全国で約２００団体が該当している。この経営比較分析表に記載している各指標を用いて、本町の下水道事業の経営について評価及

び現状分析を行う。評価の内容は次のとおり。

　・数値の方向性　　↑：増加が望ましい指標　　↓：減少が望ましい指標　　（　）：望ましい基準の数値

　・評価内容　　　　　Ａ：良好な状況　　　　　　　　Ｂ：現状では問題がない　　Ｃ：要改善

職 員 数 下水道事業に所属する職員は３名である。

吉富町役場上下水道課に下水道事業担当部署があり、平成２７年度に下水道事業の経営健全化を目的とした人員削減をが行われた。

人員削減後、事務の引継ぎや技術の継承が課題となっているため、事務マニュアルの構築及び研修会の参加により職員の技術力の向

上を図る。

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

処理場及びポンプ施設における運転操作、監視、点検整備、清掃、異常発生時の応急

対応等の運転管理業務を民間委託している。

民 間 活 用 の 状 況

R01 R02 R03
整備済面積（ha） 142 150 159
普及率（％） 60.94 64.38 68.24
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④年間有収水量の推移

　水洗化人口の増加に伴い着実に増加している。

②水洗化人口と水洗化率等の推移

【算出式】

（水洗化率）＝（水洗化人口）÷（処理区域内人口）×１００

　令和３年度末では行政区域内人口６，６７４人の内、下水道整

備の終了した処理区域内人口は４，１９０人、水洗化人口は２，

３００人であった。

　水洗化率は５４．８９％であった。

③１人１日平均給水量の推移

　吉富町水道事業より提供された資料であり、町内の下水道整

備が進むに連れ、町内の需要が近年増加している。

R01 R02 R03
現在処理区域内人口（人） 3,870 4,010 4,190
水洗化人口（人） 1,940 2,130 2,300
水洗化率（％） 50.13 53.12 54.89
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R01 R02 R03
年間有収水量（㎥） 216,914 237,762 245,797
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R01 R02 R03
１人１日平均給水量（ℓ/人･日） 289 291 292

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

350
（（（（ℓ・人・日・人・日・人・日・人・日））））

③１人１日平均給水量の推移③１人１日平均給水量の推移③１人１日平均給水量の推移③１人１日平均給水量の推移



・経営の健全性を示す指標

【指標の意味】

　短期的な債務に対する支払能力を表す指標で、１００％以上

であることが望ましい。一般的に１００％を下回る場合は支払能

力を高めるための経営改善を図る必要がある。

【数値の方向性】　↑（１００以上）

【評価】　Ｂ

【本町の分析】

　改善の必要がある。

③流動比率（％）

【算出式】

（流動資産）÷（流動負債）×１００

【指標の意味】

　使用料収入や一般会計からの補助金等の収益で、維持管理

費や企業債利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標

で、１００％以上であることが必要であり、１００％未満の場合は

経営改善に向けた取り組みが必要です。

【数値の方向性　】↑（１００以上）

【評価】　　Ａ

【本町の分析】

　本町においては、１００％を上回り、黒字の状況となっている。

今後も費用の削減を図るなど経営改善に向けて取り組んでい

く。

・経営の健全性を示す指標

【指標の意味】

　営業収支に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失

で、前年度からの繰越利益剰余金でも補てんすることができ

ず、複数年にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標

で、０％であることが求められる。

【数値の方向性】　↓（０）

【評価】　　Ａ

【本町の分析】

　本町では発生していない。

①経営収支比率（％）

【算出式】

（経常収益）÷（経常費用）×１００

②累積欠損金比率

【算出式】

（当年度未処理欠損金）÷{（営業収益）－（受託工事収益）}×１

００

・経営の健全性を示す指標

R01 R02 R03
吉富町 109.07 103.54 104.32
類似団体平均 106.57 107.21 107.08
全国平均 108.07 106.67 107.02
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R01 R02 R03
吉富町 0.00 0.00 0.00
類似団体平均 53.44 43.71 45.94
全国平均 3.09 3.64 3.09
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R01 R02 R03
吉富町 93.75 95.02 94.58
類似団体平均 47.03 40.67 47.70
全国平均 69.54 67.52 71.39
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・経営の効率性を示す指標

【指標の意味】

　使用料で回収すべき経費をどの程度使用料収入で賄えてい

るかを表す指標で、１００％以上であることが必要です。１００％

を下回っている場合は、適正な使用料収入の確保及び汚水処

理費の削減が必要。

【数値の方向性】　↑（１００以上）

【評価】　Ｃ

【本町の分析】

　本町では汚水処理に係る費用が使用料収益以外で賄われて

いる。処理区域の拡大や水洗化率の向上により使用料収益を

増加させる必要がある。

・経営の効率性を示す指標

【指標の意味】

　有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資

本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを

表す指標で、経年比較や類似団体との比較等による状況の把

握・分析が求められます。

【数値の方向性】　↓

【評価】　Ｃ

【本町の分析】

　本町は、全国平均、類似団体平均と比較して上回っており、高

い処理単価となっています。処理区域の拡大や水洗化率の向

上により有収水量を増加させる必要がある。

⑤経費回収率（％）

【算出式】

（下水道使用料）÷{汚水処理費（公費負担分除く）}×１００

⑥汚水処理原価（円）

【算出式】

{汚水処理費（公費負担分除く）}÷（年間総有収水量）

・経営の健全性を示す指標

【指標の意味】

　使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高

の規模を表す指標で、経年比較や類似団体との比較等による

状況の把握・分析が求められる。

【数値の方向性】　↓

【評価】　Ｃ

【本町の分析】

　本町においては、類似団体に比べ企業債の比率が高い。しか

し、近年は減少傾向となっているため、今後使用料を増加させ

る取組みを行っていく。

④企業債残高対事業規模比率（％）

【算出式】

{（企業債現在高合計）－（一般会計負担額）}÷{（営業収益）－

（受託工事収益等）}×１００

R01 R02 R03
吉富町 8071.02 7641.32 7473.98
類似団体平均 1001.30 1050.51 1102.01
全国平均 682.51 705.21 669.12
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R01 R02 R03
吉富町 50.80 55.39 54.75
類似団体平均 81.88 82.65 82.55
全国平均 100.34 98.96 99.73
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R01 R02 R03
吉富町 300.58 274.77 278.72
類似団体平均 187.55 186.30 188.38
全国平均 136.15 134.52 134.98
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・老朽化の状況を示す指標

【指標の意味】

　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進

んでいるかを表す指標で、一般的には数値が高いほど法定耐

用年数に近い資産が多いことを示している。

【数値の方向性】　↓

【評価】　Ａ

【本町の分析】

　本町においては、増加傾向にある。今後はストックマネジメン

ト計画に基づき、予防保全を目的とした更生等を行っていく。

①有形固定資産減価償却率（％）

【算出式】

（有形固定資産減価償却累計額）÷（有形固定資産のうち償却

対象資産の帳簿原価）×１００

・経営の効率性を示す指標

【指標の意味】

　施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均

処理水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断す

る指標で、一般的には高い数値であることが望まれる。

【数値の方向性】　↑

【評価】　Ｃ

【本町の分析】

　本町は全国平均、類似団体と比較して低い利用率となってい

る。処理区域の拡大や水洗化率の向上により処理水量を増加

させる必要がある。

・経営の効率性を示す指標

【指標の意味】

　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水

処理している人口の割合を表す指標で、公共用水域の水質保

全や使用料収入の増加等の観点から１００％となっていること

が望ましいとされている。

【数値の方向性】　↑（１００以上）

【評価】　Ｃ

【本町の分析】

　本町においては、全国平均、類似団体平均を下回っている状

況となっており、水洗化率の向上に向けた取り組みが必要。

⑦施設利用率（％）

【算出式】

（晴天時一日平均処理水量）÷（晴天時現在処理能力）×１００

⑧水洗化率（％）

【算出式】

（現在水洗便所設置済人口）÷（現在処理区域内人口）×１００

R01 R02 R03
吉富町 29.20 32.40 33.65
類似団体平均 50.94 50.53 51.42
全国平均 59.64 59.57 59.99
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R01 R02 R03
吉富町 50.13 53.12 54.89
類似団体平均 82.55 82.08 81.34
全国平均 95.35 95.57 95.72
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R01 R02 R03
吉富町 3.08 6.30 9.64
類似団体平均 15.85 12.70 14.65
全国平均 38.57 36.52 38.17
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・老朽化の状況を示す指標

【指標の意味】

　法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、一般

には数値が高いほど法定耐用年数を超えた管渠を多く保有し

ていることを示している。

【数値の方向性】　↓

【評価】　Ａ

【本町の分析】

　本町は、法定耐用年数を経過した管渠は保有していない。

②管渠老朽化率（％）

【算出式】

（法定耐用年数を経過した管渠延長）÷（管渠延長）×１００

③管渠改善率（％）

【算出式】

（当該年度に更新した管路延長）÷（管路延長）×１００

・老朽化の状況を示す指標

【指標の意味】

　当該年度に更新した管渠延長の割合を表す指標で、管路の

更新ペースや状況を把握することができる。

【数値の方向性】↑（１００以上）

【評価】　Ａ

【本町の分析】　本町では、未だ老朽化した管路がないため、当

該指標に係る更新や改良、修繕工事はない。今後はストックマ

ネジメント計画に基づき、予防保全を目的とした管更生等を行っ

ていく。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

　本町の人口を国立社会保障・人口問題研究所が平成３０年３月に推計している。その推計である令和７年度５，９１７人、令和１２年度５，５９５人、令和１７年度５，２７６人基礎

として行政人口を予測し、処理区域内人口、水洗化人口、水洗化率を算出した。処理区域内人口の予測として掲載する。令和３年度までは実績値、令和４年度からは推計値を

記載している。

　行政区域内人口は減少するが、下水道整備や水洗化の取り組みにより、処理区域内人口及び水洗化人口は増加すると予測する。

有収水量の予測

　（１）処理区域内人口の予測において推計した水洗化人口を基に推計年間有収水量等の予測として掲載する。令和３年度までは実績値、令和４年度からは推計値を記載して

いる。処理場の現有能力２，０００㎥を超過しない予測となった。

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14
予測行政区域内人口（人） 6744 6718 6674 6485 6296 6106 5917 5853 5772 5692 5611 5595 5515 5436
予測処理区域内人口（人） 3870 4010 4190 4260 4320 4360 4390 4510 4610 4710 4810 4950 5040 4960
予測水洗化人口（人） 1940 2130 2300 2480 2660 2840 3020 3200 3380 3560 3740 3920 4100 4280
予測水洗化率（％） 50.13 53.12 54.89 58.22 61.57 65.14 68.79 70.95 73.32 75.58 77.75 79.19 81.35 86.29
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処理区域内人口等の予測処理区域内人口等の予測処理区域内人口等の予測処理区域内人口等の予測

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14
推計年間有収水量（千㎥） 216.9 236.5 249.2 262.9 276.6 290.3 304.0 317.7 331.4 345.1 358.8 372.5 386.2 399.9
推計１日平均有収水量（㎥） 594 648 683 720 758 795 833 870 908 946 983 1,021 1,058 1,096
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（３）

（４）

（５）

　職員数については下水道事業の経営健全化を目的とし、平成２７年度から継続して職員数を４人から３人へと人員削減することを実施している。

　令和３年度末の職員平均年齢は約４７歳であり、３０歳未満の若年層はいない。下水道事業は、専門の技術を必要とすることが多いため、技術職人材の役割が大きく、技術水

準を維持する必要があり、更に老朽化施設の更新、修繕件数の増加が予測されるため、今後も民間活力の導入を含めた人材の活用、職員の育成、技術の継承を行うとともに、

一層の効率化や民間委託の検討を進める必要がある。

使用料収入の見通し

　（１）処理区域内人口の予測、（２）有収水量の予測を経てに推計したものを使用料収入の見通しとして掲載する。令和３年度までは実績値、令和４年度からは推計値を記載し

ている。実績値及び水洗化人口の予測から年間２００万円程度（税抜き）の増加を見込む。

施設の見通し

　施設の見通し（健全度、更新需要等）について令和２年度から令和３年度にかけて策定したストックマネジメント計画の中で検討している。吉富クリーンセンター、吉富汚水中継

ポンプ場の構造物・設備の多くが稼働後１８年以上を経過しており、今後、計画的な更新などの長寿命化対策を視野に入れることが必要となってくる。また、有収水量の予測から

増設の予定はない。

組織の見通し

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14
使用料収入（千円） 33,123 36,184 38,028 39,090 40,142 42,000 44,000 46,000 48,000 50,000 52,000 54,000 56,000 58,000
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３．経営の基本方針

　豊かな自然環境である河川や周防灘などの水質汚染を防ぎ、安全で快適な住民生活を実現するために下水道関連施設の整備を進めるとともに水洗化の促進を図る。

　①公共下水道の整備促進・・・吉富町下水道事業全体計画に基づき、令和１７年度完成に遅延が生じることのないよう進めつつも、１０年概成を視野に入れ、国の動行を踏まえ

早急な整備を行う。また、業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組み、これまでと同様に民間委託の活用により業務効率化を図りつつ、包括的民間委託等についても今後

検討していく。

　②水洗化の促進・・平成１５年度の供用開始から継続して公共用水域の水質保全のため、下水道未接続者の解消に向け、広報等の周知により加入促進を行うことを実施して

いる。また、平成１５年度から継続して水洗便所改造助成金の交付を実施しており、町独自の施策として、平成２７年度から継続している合併浄化槽切替接続費補助や令和元年

度から継続している排水設備工事配管延長助成金によって水洗化率の向上を図る。また、更なる効率的、効果的な普及促進活動を行うことを目的として、令和４年度から継続し

て下水道台帳システムにより水洗化情報のデータベース化を実施する。

　③下水道施設の老朽化対策・・・下水道ストックマネジメント計画に基づき、国のストックマネジメント支援制度を活用しながら、継続的に下水道施設の老朽化対策を進める。

　④下水道財政の健全化・・・下水道事業の債権管理の強化と併せて、よりきめ細やかな経営分析を基に下水道事業を進めていくための下水道財政経営基盤強化を図る。財政

基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。また、収入確保のため使用料及び受益者負担金の収納率を向上させることと共に、国庫補助金や企

業債等について的確に資金調達を行っていく。特に、受益者負担金については平成１６年度から継続して一括納付報奨金制度を実施しており、適切な資金調達を図っている。使

用料等に係る徴収・窓口業務に関して、民間委託により収納率向上及び滞納整理の強化を図っている自治体があることから、今後他自治体の事例等を参考にしながら、本町に

おいても検討していく。

　⑤広域的な汚水処理計画の策定と実施・・・福岡県及び県下各自治体と連携して取り組む。

　⑥適切で計画的な事業執行・・・平成１５年度末の供用開始から約１８年が経過した現在、下水道への接続数は事業開始以降年々増加傾向にある。しかし、今後は維持管理

面において、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施していかなければならない時期を迎えており、更には、高齢化や人口減少が益々進行することが考えられるため、５

年に１度の頻度で下水道使用料改訂の必要性に関する検証を行い、経費回収率の向上を模索した財政計画を策定実行するなどした経営改善を続けていく必要がある。

また、平成３１年４月に公営企業会計適用を行ったことから、独立採算性及び透明性を高め、経営状況を分かり易く提供できるよう取り組んでいく。

　⑦災害・危機管理対策・・・災害に対する事業継続計画（BCP）により、災害が発生した場合は、事業継続計画に従い、被災した下水道施設の特定を行い、影響を受ける範囲を

把握し住民に周知するとともに、応急対策等を実施していく。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

・投資の目標に関する事項・・・本町の全体計画面積２３３haに対し、全体計画では令和１７年度を整備目標としている。なお全体計画事業費は１１０億円である。

今後も全体計画及び下水道事業計画に沿って下流側の地域から汚水管渠布設工事やそれらに係る業務委託などを行う。水洗化率が類似団体より低いため、水

洗化の要望の高い地域や人口密度の高い地域に効率的に普及させる。また下水道工事においては、国土交通省の下水道クイックプロジェクトを参考に、平成２９

年度から継続して道路線形に合わせた曲管の採用とマンホールの省略を実施しており、発生土の管きょ基礎への利用等も検討し、建設改良費の削減を図ってい

る。また、今回の収支計画では建設改良費に過去の実績から年２億７千７百万円を見込みつつ、令和１４年度までの処理場等建設時の企業債償還完了に伴う企

業債償還金の増加について収支計画を作成している。なお、全体計画に記された雨水管渠費整備については防災担当課と協議のうえ、汚水未普及対策を優先

する場合がある。

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項・・・管渠や処理場、ポンプ場の更新はストックマネジメント計画に沿って、点検・調査を行い老朽化の度合や事故が発

生した場合の影響度、投資額を勘案し、修繕・改築計画により、改築更新期間を延伸することで更なるコスト縮減を図る。

・汚水処理手法の最適化等・・・吉富町汚水処理施設整備構想に盛り込まれた１０年概成を視野に入れ、国の動行を踏まえ、早急な整備等を行う。

・その他・・・減債積立金、利益剰余金等の補填財源については一般会計との協議により積み立て等を行う。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

・財源の目標に関する事項・・主な収入は、収益的収入では下水道使用料、一般会計補助金、資本的収入では国庫補助金、地方債、受益者負担金、である。財政基盤の強化の

ため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。また、収入確保のため使用料及び受益者負担金の収納率を向上させることと共に、国庫補助金や企業債等につい

て的確に資金調達を行っていく。

・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項・・・令和３年度決算において税抜き額約３千８百万円となっており、年２百万円程度（税抜額）の増加傾向にある。本町の人

口動向については、年々減少傾向にあり今後も人口減少が推測されるが、年平均５０戸の接続戸数及び投資方針の人口密度の高い地域や要望度の高い地位へ優先的に普及

させることで、年２百万円程度の増加を目指す。また、令和７年度に下水道使用料改訂の必要性に関する検証を行いその後も５年に１度の頻度で検証し、経費回収率の向上を

模索する。

・企業債に関する事項・・・年８haの整備を行うには、過去の実績により国費年７千万円、企業債年１億８千８百６十万円、受益者負担金年１千万円を見込む必要がある。また、令

和１４年度までの処理場等建設時の企業債償還完了に伴う企業債償還金の増加のために資本費平準化債と特別措置分企業債を活用する。

・繰入金に関する事項・・・減価償却費の増加により、一般会計補助金については年１億６千５百万円必要となる。また、減債積立金、利益剰余金等の補填財源については一般

会計との協議により剰余金の処分を行う。

・長期前受金・・・原価償却費に合わせて試算。

・経費回収率・・・計画期間内の予測を経費回収率の予測として図示する。また、令和９年度の５９．６９％を中間目標、令和１４年度の６８．９１％を期間内目標とする。

・原価計算の内訳・・・原価計算表を添付する。

目 標 財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図る。

目 標 吉富町下水道事業全体計画に基づき、令和１７年度完成に遅延が生じることのないよう進める。

R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14
汚水処理費（千円） 65,251 65,824 69,461 72,604 76,887 75,756 77,332 78,908 80,484 82,060 83,648 85,236 86,824 84,216
営業収益（千円） 33,173 36,212 38,062 39,124 40,180 42,037 44,037 46,037 48,037 50,037 52,037 54,037 56,037 58,037
経費回収率（％） 50.84 55.01 54.80 53.89 52.26 55.49 56.95 58.34 59.69 60.98 62.21 63.40 64.54 68.91
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経費回収率の予測経費回収率の予測経費回収率の予測経費回収率の予測



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

公共下水道事業費基金は定期預金化を行い、利子を基金へ再積立している。

令和７年度に下水道使用料改訂の必要性に関する検証を行いその後も５年に１度の頻度で検証し、経費回収率

の向上を目指す。

使用料の見直しに関する事項

なし。

なし。

下水道整備は、供用開始当初は有収水量も少なく、処理原価は著しく高くなる為、供用開始当初の高い処理原

価を全て利用者から徴収しようとすると、事実上利用者が負担できないような高い使用料を設定せざるを得なく

なるとともに、本来は後年度の利用者から徴収すべき先行投資部分も当初の利用者が負担することとなり、世代

間の公平に反することとなる。よって資本費平準化債の活用することとする。

周防苑の老朽化に伴い吉富町外1町環境衛生事務組合から広域化の検討について資料作成依頼あったが、共

同化に関する検討事項はない。下水道区域外においては、浄化槽の設置促進により水洗化を進めていく方針で

ある。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字

の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その

内容等を記載すること。

・職員給与費に関する事項・・・　組織、人材、定員に関する事項については、今後は事業規模や業務内容について職員数と業務量との整合性を図ることに努め、慣例にとらわ

れず業務内容や手法を見直し効率化する。また、職員給与費については年間２千５百万円前後でゆるやかな増加となる。

・動力費に関する事項・・・令和３年度の決算値は約４百６十万円であったが、原油高の影響等により令和４年度決算見込み額は６百９十万円程度となる。流入量とともに増加を

見込むが、処理場運転方法を随時見直すこと等により削減を図る。

・薬品費に関する事項・・・令和３年度の決算値は約１百３十万円円である。流入量とともに増加を見込むが、処理場運転方法を随時見直すこと等により削減を図る。

・修繕費に関する事項・・・供用開始より１９年が経過しようとしており今後は維持管理へと移行していく中で定期的なメンテナンスとしてポンプの取替やオーバーホール等発生す

る為、汚水管渠布設工事と平行して処理場の維持管理についても今後修繕料が発生する。

・委託費に関する事項・・・終末処理場「吉富クリーンセンター（中継ポンプ・マンホールポンプ含む）」の維持管理委託については事業開始当初より民間管理業者へ委託してお

り、現契約は令和５年３月３１日までである。また令和４年度の委託金額は１千９百万円であり、今後も日本下水道協会発行の下水道施設維持管理積算要領により積算した金

額の範囲内で民間管理業者への委託を予定する。なお施設の老朽化や流入量の増加により年間５０万円程度の増加を見込む。維持管理業務委託以外の水質分析業務や汚

泥運搬処理業務等も上記と同様に増加。

・支払利息・・・起債借入（将来借入分含）による試算。

・原価償却費・・・保有資産（将来取得分含）による試算。

職員給与費に関する事項 本町の給与制度による。

動力費に関する事項

機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努める。また、令和３年度から継続して電力会社の見直しを実施してお

り、経費削減を図っている。

薬品費に関する事項 単価契約の実施などにより経費節減に取り組む。また包括的民間委託等によりコスト削減が可能か検討する。

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今後の検討課題と捉えて

いる。

資産活用による収入増加

の取組について

その他の取組

建設改良費に当っては、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な起債の借入など、適切な財源確保につい

て検討する。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

項目 数値の方向性 R３年度類似団体平均値 R３年度決算

令和９年度見込み

（中間目標値）

令和１４年度見込み

（期間内目標値）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも５年ごとに見直し（ローリング）を行うことにより、PDCA サイクルによ

り、本経営戦略の事後検証、更新を行う。また、計画と実状との乖離が著しい場合は、原因を調査するとともにその対策につ

いて機会を捉えて実施する。

令和７年度に下水道使用料改訂の必要性に関する検証を行いその後も５年に１度の頻度で検証し、経費回収率の向上を検

討する。

本経営戦略に掲げる経営指標を以下に記載する。本指標に基づいて業務の進捗管理を行う。

修繕費に関する事項

下水道管渠築造から約２４年、処理場の供用開始から約１８年経過していることから、今後は更に修繕費等が増

加することが考えられるため、計画的に修繕を行っていく必要がある。また、維持管理面において、老朽化してい

く施設の長寿命化等を検討・実施していく必要がある。

委託費に関する事項 統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の削減、効率化に努める。

その他の取組

水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる経費について費用対効果を検証しつつ取組む。利用者に対

し、ホームページや広報誌等により下水道の財政状況についてわかりやすい情報公開に努める。

今後も経営努力により、１００％以上を維持する。

①経営収支比率（％） ↑ 107.08 10.43 105.18 100.60

278.72 242.85 210.59

④企業債残高対事業規模比率（％） ↓ 1102.01 7473.98 6964.19 6051.38

本経営戦略に掲げる経営指標

経営の健全性

経営の効率性

⑧水洗化率（％） ↑ 81.34 54.89

水洗化率の向上の取り組みをを行うことにより数値の改善を図る。

現在の接続戸数の増加を目標とした処理区域の拡大及び水洗化率の向上の取り組みをを行うことにより使用料を増加させ、数値の改善を図る。

73.32 86.29

現在の接続戸数の増加を目標とした処理区域の拡大及び水洗化率の向上の取り組みをを行うことにより使用料を増加させ、数値の改善を図る。

⑤経費回収率（％） ↑ 82.55 54.75 59.69 68.91

現在の接続戸数の増加を目標とした処理区域の拡大及び水洗化率の向上の取り組みをを行うことにより使用料を増加させ、数値の改善を図る。

⑥汚水処理原価（円） ↓ 188.38



 供用開始からの年数が、管渠の耐用年数を超えていないため

管渠改善は行っていない。

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

全体総括全体総括全体総括全体総括

経営の健全性・効率性については、単年度の収支は黒字であ

り、累積欠損金も発生していないが、汚水処理費が使用料収

入だけで賄えておらず、一般会計繰入金に依存する経営と

なっており、使用料収入を増加させることが課題である。老

朽化の状況については、現在、法定耐用年数に達した管渠は

ほとんどないが、今後、人口減少による使用料収入の減少や

管渠の老朽化による維持管理、更新費用の増加など、経営環

境がより厳しいものとなることが予想されるため、経営戦略

に基づき、経営の健全化、効率化を図る。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

- 45.07 62.78 101.39 3,170

処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)
処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km

2222

)))) 処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km

2222

))))
－－－－

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

4,190 1.59 2,635.22 【】【】【】【】 令和3年度全国平均令和3年度全国平均令和3年度全国平均令和3年度全国平均

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

吉富町公共下水道事業は平成9年に事業着手、平成15年度に供

用開始している。現在全体計画区域233ha中156haの整備が完

了している。

①経常収支比率⑤経費回収率について

経常収支比率は100％を超え、経費回収率は100％を下回って

いる。使用料で回収すべき経費を賄えておらず、使用料以外

の収入に依存する経営となっている。そのため、経営の効率

化による経費削減に努めるとともに、使用料収入を増加させ

ることが課題である。

③流動比率について

100％を下回っており、1年以内に現金化できる資産で1年以内

に支払わなければならない負債を賄えていない。この債務

は、翌年度以降順次償還予定の企業債であり、償還に必要な

原資を一般会計からの繰入金で得ることが予定されている。

④企業債残高対事業規模比率

下水道事業は事業開始時に処理場の建設、下水道管渠布設等

を行う必要があるため、事業開始時は投資額が多大となる。

類似団体との差は水洗化率の低さにより使用料が低くなって

いるためである。

⑥汚水処理原価

施設能力に対し有収水量が低いため、平均と比較し高い傾向

にある。下水道を普及し、有収水量を増加させることにより

将来的に減少する見込である。

⑦施設利用率

現在整備中であるため、施設利用率は低い状況となってい

る。今後、下水道を普及させていくことにより処理場への流

入量が増加し施設利用率も上昇する見込である。

⑧水洗化率

水洗化率が類似団体と比べ低い水準である。引き続き処理場

見学会や未接続世帯に対する個別訪問等の取組により、水洗

化普及活動を通して水洗化率の向上を図る。

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 有収率(％)有収率(％)有収率(％)有収率(％)
1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ

3333

当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)

6,724 5.72 1,175.52 ■■■■ 当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 非設置

経営比較分析表（令和3年度決算）経営比較分析表（令和3年度決算）経営比較分析表（令和3年度決算）経営比較分析表（令和3年度決算）

福岡県　吉富町福岡県　吉富町福岡県　吉富町福岡県　吉富町

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人）
面積(km面積(km面積(km面積(km

2222

)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222

)))) グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例
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②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率((((％％％％))))

⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率((((％％％％)))) ⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率((((％％％％)))) ③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率((((％％％％))))

【107.02】 【3.09】 【71.39】 【669.11】

【95.72】【59.99】【134.98】【99.73】

【38.17】 【6.54】 【0.24】


